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1. はじめに
現在、世界中で最も近い国であり、どの国よ
りも親密に、ともに歩んでいかなければならな
い日本に招待を受け、韓国の識字教育に関しお
ことは、監獄に入れられた人がその監獄のキー
を持っていることに匹敵する」
しかし、歴史的に長い間中国文化の支配を受
けてきた朝鮮は、中国文字（漢字）の魅力にと
話できることを限りない光栄と存じます。 らわれ朝鮮語を軽視してきました。そして、 20
今日、私は、主に韓国の識字教育の問題をお 世紀に入って日本文化と西洋文化、特にアメリ
話しようと思います。ところで、私は、識字教 力文化の影響を受け外来語がはびこり、韓国の
育が、単に、文字学習を通じた読書能力である 文字文化は大きな危機に直面してきました。こ
とか、自己表現能力向上を図ることにあるので うした状況から最近、一部の知識人と学生たち
はなく、より広い世界と文化の理解、しいては、 は、民族文化の独立と主体性確立の視点から、
国際理解と世界平和を推し進める問題まで発展 韓国の文字（ハングル）と識字教育運動の重要
させて考えていかなければならないと思います。 性を協調しています。
こうしたことからも、今回開催された韓・日間 日本とか、ベトナムと同様に朝鮮は、歴史的
の学習セミナーは、今後の韓・日間の国際理解 に長い間自国の美しい言葉を守りながらも、言
と協力増進に貢献する意義ある出発点になると 葉を適切に表現する文字を発展させることがで
確信しています。 きませんでした。このような事実は、中国文化
の威力と漢字の魅力がいかほどであったかとい
2. 民族文化の独立と識字教育 ぅことにもよりますが、それよりもこれらの国
ここでまず、私は、韓国の識字教育が、どの の民族の主体性と文化的創意性に、より大きな
ような理念と動機から展開されてきたのかにつ 問題があったと思われます。
いてお話しようと思います。第一に、韓国の識 歴史的に長い歳月に渡り朝鮮においては、漢
字教育運動は、歴史的に韓国文化の独立と発展 字が支配階級と一般民衆階級を分ける文化的基
との問題に深く関わっています。 準となり、統治者であるとか政府官吏或いは、
元来、文化は、民族の生命であり、言語は文 一般的に支配階級に属する人間は、漢字を多く
化の鍵であります。したがって、その国の言語 学び、使用しなければならなかったのです。甚
を学び活用することはもちろんのこと、言葉と だしくは、支配階層は、一般民族であるとか女
文字を研き、発展させることは、民族の生存と 性にたいし漢字学習を禁止しました。それは、
文化発展の基本課題であります。フランスの作 被支配者から文字習得の機会を剥奪し、かれら
家アルフェンス・ドーテの「最後の授業」のな を無知の状態に留めておくことによって、地位
かに次の言葉があります。 「ある民族が他民族 を維持することができると考えたからです。
の支配を受けたときに自民族の言葉を忘れない こうした歴史的過程のなかで、朝鮮の第4代
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君主の世宗大王は、無知な民衆たちに文化の接
触と自己表現の簡単な手段として28個の文字で
構成された国語を造り普及をはかりました。世
宗は、新しく作った国語を「訓民正音」と名づ
けましたが、これは「民を教える正しい言葉」
という意味で、今日の民衆教育に連なるもので
す。ハングルの優秀性或いは、その質にたいし
ては相対的に評価される問題でありますが、こ
の文字の発明・普及がもたらした意味は、朝鮮
の「中国文化からの独立」と民衆教育の展開を
見たことにあります。とりも直さず、世宗は、
訓民正音の序文に「①朝鮮の言葉は中国と異な
るゆえ、②民衆たちが思うままに意志疎通でき
グルに翻訳され始めました。その当時、新しく
始まった新聞の一部と雑誌もハングルで出版さ
れ、全国の学校、教会、夜学などでハングルの
普及運動が活発に展開されました。
こうした国文普及運動が全国に広がり、ある
程度基盤が築かれた矢先、朝鮮は、不幸にも日
本に合併され (1910年）、ハングル文化の普及
にとって最大の試練に直面しました。 1910年以
後の日本統治時代における朝鮮の識字教育運動
は、民族独立運動と密接に連関され始めました。
日本政府の武断統治時代が終り、文化統治時代
が始まった1920年頃からの識字教育運動は、朝
鮮民族史と教育史にひときは多くの成果をもた
ないことを不憫に思い③28個の新しい文字を制 らしました。東亜日報と朝鮮日報から全国に広
作するので④国民はこれを易しく習い、日常生 がった識字運動には、多くの学生、教師、知識
活に活用するようにせよ」と言及している。世
宗の訓民正音制作以後、三綱行実図、四書五経
諺解、初学字会、内訓、五倫歌、孝経、女訓な
ど、多くの漢文書籍をハングルに編纂したり、
解説を付けて出版・普及しました。
しかし、国語の普及に当たり、このような一
部の指導者たちの努力にもかかわらず、其の後
の支配階級であるとか知識層の大部分は、依然
として、国語（ハングル）を卑下、または無視
し、官界であるとか学会では、漢文を用いてい
ました。時には、統冶者（燕山君）によって弾
圧を受け、それによってハングルは民衆生活の
なかで秘密に始められました。 1900年代末にい
たっても朝鮮の国語は諺分（俗字）であるとし
て蔑視し、単に賎民や女性たちの間でだけ通用
する文字であると認識されました。
しかしながら、 1894年開化派の指導者たちの
影響で高宗王は、諺分を国文であるとし、全て
人たちが参与し、全国津々浦々で書堂や夜学、
教会等でボランティアによるハングルの普及と
民衆啓蒙運動が展開され、民族独立と民衆の生
活の現代化に必要な教育がなされました。しか
し、 1930年からの戦時体制に突入すると、朝鮮
語の教育が禁止され、朝鮮語学会事件に見られ
る激しい弾圧を受けました。民族の独立手段と
しての国語を保持し、普及を計ろうとする知識
人や学生は、地下に潜り朝鮮語の普及運動を続
けました。
3. 民主社会建設と識字教育
次に、 1945年の終戦後、韓国の識字教育運動
は、独立後の民主社会建設のための国民教育運
動として展開されました。民主主義の究極的理
念は、万人のための機会の平等であります。こ
のことは、即ち、全ての人間の自我実現の機会、
社会参与の機会や就業機会等の平等を意味する
の公文書に国文（ハングル）を使用するよう勅 ものであり、その前提になるのが教育機会の平
令をだしました。一方、民衆教育に大きな影響 等であります。
を与えたキリスト教の聖書が、ハングルで出版 このような教育機会の平等の主張するところ
されたことにより、一部の仏教関係書籍もハン は、全ての人間は生れたときからその権利と尊
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厳性において自由•平等であり、同時に誰もが 化センター・プログラム、放送通信大学、そし
知性と良心をもっていることを認めている人間 て、大企業内の大学院教育課程等、新しい社会
思想に基づいています。このような基本理念上 教育制度の樹立と莫大な社会教育の投資がなさ
に世界人権宣言では、全ての人間の「教育を受 れたのであります。
ける権利」が、明示されているのです。大韓民 1970年代及び1980年代の社会教育の制度の拡
国憲法第31条にも万人のための教育機会の平等 張は、もちろん学校外の全ての青少年と成人た
として初等義務教育と生涯教育が、全ての国民
に保証されています。
1948年大韓民国独立後、政府は義務教育制度
ちの生涯教育の機会を拡張するとともに、この
国の急速な経済・社会発展に大きな貢献をした
と評価することができます。
の実施等、学校教育の拡張による教育における しかし、このような社会教育プログラムや活
平等の理念を実現しようと努力しました。 1950 動の対象及び内容を分析してみると、大部分、
年から実施された義務教育は1960年に、既に就 底辺人口の教育、特に非識字者のための基礎教
学率96%の成果をもたらし、 1945年当時8万名 育が除外されていることが解ります。即ち、実
に過ぎなかった中等学校学生数は、 1980年には 施されている社会教育の対象と内容が、既に教
中学校の学生数237万名（就学率97%)に、高 育を受けた人のための教養教育であるとか趣味
等学校の学生数が149万名（就学率81%)に大 活動に重点を置いています。非識字者を含んだ
幅に増加しました。大学教育の膨脹は甚だしく、 教育を受けていない人たちが除外されている状
1945年当時、専門学校を含む全学生数が7800名 態での一般社会教育の振興は、結果的に青少年
に過ぎなかったのが、 1990年には専門大学をあ 及び成人集団間の教育格差を増大させる結果を
わせた全大学生総数が143万名に増加したので
あります。
しかし、このような学校教育だけの拡張は、
もたらしたといえます。こうした現象は、韓国
の政策樹立者とか一般市民が、小数集団または、
疎外されている集団に対する無関心・軽視に起
国民全体にとっての教育の平等化に貢献できな 因しているといえます。したがって、このよう
いだけでなくむしろ、学歴主義的競争を刺激し、 な点は、人権宣言に明記されている教育の権利
結局は、社会的不平等を再生産する結果をもた と大韓民国憲法に保証されている平等教育及び、
らしたといえます。結果的に、集団間の教育格 生涯教育の理念が十分に実施されていないこと
差を一層助長するものとなりました。このこと の表われであります。
は、教育を学校教育だけに限定してきた過去の こうした問題は、単に開発途上国だけが局面
伝統的教育観とその政策に起因した必然的結果 している問題ではなく、先進産業国にも見られ
でもあります。 る深刻な問題として出てきています。義務教育
このようにして、 1960年に入って社会教育の 制度を樹立してからすでに100年余になり、国
普及を通じて、教育格差を縮める信念で、大学 民所得が 1万ドルを超えるイギリス・アメリカ
を初めとして政府機関、企業体及び各種の支援 ・カナダ・フランス・ドイツ等の産業先進国に
団体の社会教育プログラムが大々的に拡散され おいても、自国内の教育疎外集団、特に非識字
始めました。即ち、 1970年代には、各種の公務 集団が相当数存在するという深刻な事実に目を
員の教育課程、事業体の職業訓練計画、大学の 向き始め、その対策樹立に苦心してきました。
生涯教育プログラム、マスコミや百貨店等の文 こうしてUNは、 1990年を「世界識字の年」と
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し、 2000年を目標に全ての会員国の非識字の解 字の基準は、関係機関によって違った基準と
消及び基礎教育の普遍化のために共同の努力を
傾けてきました。
1990年 3月には、国連関係の機関がタイ、
チョムテェンで「万人のための教育」国際会議
を開催し、 「全ての基礎教育は子供、青少年だ
なっており、或るときには、 「名前を書けます
か」 ・「手紙を書けますか」など、非常に簡単
な識字能力を調査の基準としています。何より
も心ぴょう性のある国勢調査の方法においても
「家族のなかに識字者がいますか。いません
けでなく成人にも提供されなければならない」 か。」といった単純な質問と回答で識字の実態
と宣言し、今後2000年を目標に非識字の完全解 を把握しました。
消と基礎教育の普遍化の事業を各会員国の国家 終戦後、韓国ではいくつかの資料に発表され
教育政策の優先課題とすることを決議しました。 た非識字率も調査機関によって、まちまちに異
識字及び、基礎教育は、全ての人間の生活機能 なった数値で非識字率を記録していました。
の面においてだけでなく民主社会建設の基礎で 1960年を境に発表されている機関別非識字率は、
ある点からも無視しえない課題であります。 次のようになります。
即ち、国際的に通用している統計資料に出て
4. 現況と問題 いる韓国の識字率もその出所が不明確でありま
1)識字の基準と統計資料 す。最近の例で1988年世界年鑑 (WorldAlm 
識字問題を論議し、また識字教育の政策を樹 anac)は、韓国の非識字率を 8%と提示して
立するにおいて先ず問題となるのは、識字の基 います。しかし、その資料の出所は1980年度の
準と識字に関する統計資料が明らかでないこと ユネスコ年鑑であり、また、この資料の出所は
です。 1945年終戦当時、韓国の非識字率（文盲 1975年度の韓国国勢調査の資料でありました。
率）は78%となっていますが、その資料の出所 いずれにせよ、韓国政府は、 1958年に韓国の
と心ぴょう性があやふやであります。特に、識 非識字率を4.1%と発表しました。この年は、
ママ
表1 機関別文盲者調査結果比較
調査機関 調査年度 調査方法
支面率（％）
12オ以上
備 考
中央教育研究所 1959 標準直接調査
キムヂョンソ、女盲調査
22. 1 
中教研、 1959. P 17 
1961 下部機関からの報告 8. 1 再建国民運動一周年のあゆみ
再建国民運動本部
1962 下部機関からの報告 9. 5 P42、P45
1960 全数直接調査 27. 9 国勢調査速報、経済企画院、31
経済企画院
1955 全数直接調査 21. 0 1955年簡易国勢調査
内 務 部 下部機関報告
内務部統計局
1959 13. 7 
大韓民国統計月報、 49号
支 教 部 1958 下部機関報告 4. 1 文教月報第49号、 1959.11 
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1954年から実施された政府の国文普及五ヵ年事 調整委員会が組織され、 1989年には、韓国文解
業の最終年であり、 1950年から実施された義務 教育協会が創設され、本格的な識字教育の広報
教育の就学率が96.4%に上昇した年でもありま
した。
このような統計上の数値によって政府当局者
は、韓国における識字教育はこれ以上論議する
必要がないと断定し、これ以後、識字教育を国
と識字教育実務者訓練事業等を展開しました。
こうした新しい識字教育の提唱と広報の力に
あづかって、今迄、隠れていた非識字者や識字
教育機関が、姿を現わし始めました。 1989年に
は、 10か所余りの識字教育機関が、韓国文解識
家の教育政策から除外してから今日に至るまで、 字教育協会に加入するほどになりましたが、最
関心外のこととしておいたのであります。 近には50か所余りの識字教育機関が登録されて
しかし、最近の国勢調査資料によれば、韓国 おり、少なくとも全国に200か所以上の大・小
国民の15オ以上の人口中、少なくとも20%以上 の識字教育機関があると考えられます。現在、
は不就学者か、あるいは、国民学校6年未満の 韓国の識字教育機関は、大体規模が小さく、私
学力所有者であるという事実が明らかになりま 設学院や、ボランティア団体や宗教機関で運営
した。そして、 1991年韓国教育開発院の調査に されています。
よれば、現在15オ以上の人口中10%の非識字者 そのなかで私設学院の識字教育プログラムは、
がいるということが発表されています。一方、 比較的歴史が長くその規模が大きいものだとさ
識字の基準を生活機能の側面から規定すれば、 れて、大部分、検定考試学院のハングル班及び、
少なくとも30%の機能的非識字者即ち、識字教 小学校課程で構成されています。即ち、小学校
育及び、基礎成人教育の対象者がいるという結 課程班は、もともと小学校の教育を終えること
論を出すことができます。 のできなかった人たちに与える小学校卒業資格
2)産業社会における識字教育
前述したように、韓国の識字教育は、 1960年
代以後、政府と一般社会の無関心のなかにほっ
の認定課程であり、ハングル班は、比較的年を
とった成人、特に婦人たちのためのものが多く
あります。識字教育と基礎教育を実施する私設
ておかれましたが、 1980年代に入って、新しい 学院の代表的なものは、ソウルの首都学院と高
形態でその位置を固め始めました。即ち、産業 麗学院であり、これらの学院では一年間に3000
化が本格的に軌道に乗って、国民所得の向上に
ともなって、これまで隠れていた非識字者と彼
らのための識字教育機関や諸団体が、一つ、ニ
つ出初めました。特に、 1980年半ばには、ユネ
スコ、国際社会教育協会 (ICAE)、アジア社
会教育協会 (ASPBAE)等、国際社会教育機
関及び、団体の識字教育関係広報と事業に剌激
を受け、韓国内で非識字状態に対する関心とそ
の対策が、社会教育関係の学者たちによって論
議され始めました。
1987年には、ユネスコ韓国委員会に「すべて
の人のための教育計画 (APPREAL)」の国内
名ないし5000名の受講生たちを三か月ないし一
年課程で教育しています。私設学院は、学習者
たちが比較的高い授業料を払う受益者負担を原
則としている社会教育機関であります。このほ
かにもボランティア団体及び、宗教団体におい
て実施されている識字教育や基礎教育課程は、
おもに、ポランティアによる非営利機関・団体
であるので、規模は小さく、学習の雰囲気から
も、非常によい評価を受けています。
それにもかかわらず、最近増加している多く
の識字教育機関は、政府または、監督がないボ
ランティア団体と営利機関によって運営されて
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いるために、教育課程の標準化、学習資料の専 彼らは、あらゆることを記憶で処理したので、
門的水準や教師の資質面で多くの問題を内包し 学校を出ている現在の若い人よりも優秀な記憶
ています。しかし、識字教育及び、基礎教育は、 力を持っています。彼らは単に、社会の構造的
憲法が保証している初等義務教育と生涯教育の 矛盾と個人の事情により、学習の機会を提供さ
領域に属しているため、ここに必要とされてい
る全ての経費は、政府が援助しなければならな
いというのは当然なことであります。
3)非識字者に対する新しい認識
この間、韓国の識字教育が1960年代以後、長
れなかっただけであります。特に、韓国人は
1945年日本の統治からの解放、その後の朝鮮戦
争、経済的貧困など、学習の機会を剥奪されて
きた特殊な歴史的事情が多かったのです。
このような点から、非識字者に対する社会の
い間冬眠状態に置かれていた理由は1960年文教 新しい認識と、非識字者自身の正しい自我概念
部が発表した非識字率4.1%という資料を根拠 の樹立が強調されなければなりません。これと
とした政府のやりかたと関係がありますが、そ 同時に、政府と一般社会は、非識字者を捜し出
れよりも非識字者に対する一般社会の無関心と すとともに、彼らの生活保証を伴う識字教育の
非識字者自身がそのことを明らかにすることを 機会提供のために努力しなければなりません。
嫌ったことなどがあります。
本来、英語では、識字は Literacy、非識字 5. 終りに
はIlliteracyであります。ですから、 Illiterac 韓国の識字教育運動は、歴史的に長い間影響
yとは、 「識字でない状態」をいい、非識字と を受けてきた中国からの文化的独立のための努
翻訳するしかないにもかかわらず、長い間中国 力を傾けることから始まりましたが、 20世紀以
文化を盲従してきた日本と韓国では、文盲、即 後には、日本の統治から政治的独立のための手
ち文字に関する盲人（めくら）であるといって 段として発展しました。しかし、終戦後には、
きました。盲人という言葉が使用され始めた70 独立後の新しい民主主義の実現のための国民運
年前だけでも、盲人とは前を見ることのできな 動として、最近では、急変する産業社会の適用
い病身（障害者）であると呼ばれたものです。 の手段として識字教育が新たに認識され始めて
すなわち、非識字者を無能力者、或は、障害者 います。
であると見たものです。 識字教育は、単に読み書きの技術修得ではあ
こうした過去の認識と文化的雰囲気によって、 りません。現代的な意味における識字は、自分
文字を知らない人たちは自分自身の非識字状態 が生きている産業社会にあって、文化的、社会
を恥ずかしく思い、極端な例としては、罪を背 的、職業の適用に必要な文字による意志疎通の
負っているかのように生きてきたのであります。 能力であります。したがって、識字教育は、文
そのように、この間、非識字者は、できるだけ 化修得の能力であり、生活機能の向上であり、
文化的接触であるとか社会的接触を避けて、不 同時に社会的、職業的適用の課程として認識さ
安で不便な生活を送ってきました。しかし、前 れなければなりません。したがって、識字教育
述したように、文字を知らない人は必ずしも無 の究極の目的は、各個人の生の質的向上と地域
能力者でも非人格者でもありません。むしろ、 社会の変容と直結されなければなりません。
彼らのなかには、学識のある人より素朴で、正 このような立場から識字教育の内容は、今日
直で責任感のある素晴らしい人が多くいます。 の全ての生活境域の問題と連結されなければな
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らず、同時に、識字教育の方法は、全ての領域 た朝鮮での植民地政策によって、一握りの「亜
の生活問題解決と直結されなければなりません。 日本人」と大多数の「非識字者」を生みだした
即ち、各個人の自我実現、文化理解、社会的・ のである。即ち、 「近代学校」を拠点に、少数
職業的適用と民主社会建設に関係している具体 者に同化教育を行ない、大多数の子供たちから
的な問題が、学習と実践の課程で取り扱わなけ は教育の機会を奪っていったのである。
ればなりません。米の問題、女性の地位の問題、 例えば、 1911年朝鮮教育令を公布し、 「日本
選挙に関する問題、公害問題、国際理解と平和 帝国臣民化」のスローガンのもと、学校教育で
に関する問題等、多様で具体的な諸問題が、識 の同化教育政策を教化するとともに、 「私立学
字教育の中心問題として取り扱われなければな
りません。
このように、これからの識字教育は、全ての
人間の人生を通じた生涯教育の統合的部分とし
校規則」により、朝鮮人の手による学校設立に
制限を加えていった。この時期、こうした状況
に抗する重要な運動の一つが「識字」運動で
あった。 「識字」運動は、民族の独立と復興と
て、とどのつまり、各個人の生の質的向上と社 を実現するものとして位置付けられ、展開され
会の調和発展に寄与しなければならないもので
す。
訳者あとがき
本稿は、第2回日韓共同セミナーが大阪で開
催されたおり (1992年 1月）、公開シンポジウ
ム「国連『識字の十年』をめぐる日韓の課題」
で報告された黄教授の論文である。黄教授は、
韓国文解教育会会長でもあり、韓国における識
字教育を理論的・実践的に推進する立場にある
先生である。ところで、韓国では、 「識字」を
「文解」という言葉で表わす。 「文解」とは、
「文字理解」 「文章理解」 「非識字からの解
放」をさすものとして理解されている。黄先生
ていった。具体的には、民間教育運動としての
「書堂」や「夜学」での活動がそれであった。
しかし、こうした教育活動も、 1918年「書堂規
則」の施行によりつぶされていくことになる。
かろうじて残った「書堂」や「夜学」、 「講習
所」で教育活動が行なわれていたのである。こ
の点に関しては、黄教授の論文「民族の独立と
文解教育運動ー韓国識字運動の歴史的考察ー」
（日本社会教育学会編『国際識字年10年と日本
の識字問題』東洋館出版社、 1991年）を参照さ
れたい。
ところで、今回のセミナーは、 1990年7月イ
ンドネシアのジョグジャカルタで開催された
ASPBA第3地域の研究集会での日韓の研究
が述べられているように、韓国でも、日本と同 者の出会いが発端となったものである。 「韓国
様、今迄、 「非識字」を「文盲」という言葉で と日本の参加者が話し合い、隣同士の国として
表わしてきた。 「文盲」から派生する差別性は、 成人教育に関する共同研究会」（「識字」に関
「非識字」者にたいし、抑圧を植え付けるもの
として作用してきた点において日本と同様で
あった。韓国において「非識字」におかれた人
達の背景には、日本における「非識字」者と同
様、社会的・経済的要因が大きく作用している
ことはもちろんだが、決定的要因は、日本の植
民地統治をうけたことであった。日本が行なっ
する日韓合同セミナー報告書）として発足し、
今回「1990年代における識字問題と平和教育」
をテーマに研究会が持たれ、その一環として公
開シンポジウムが開催されたのであった。私は、
幸いなことにそのセミナーに微力ながら関わる
ことができ、黄教授の論文を読む機会を頂いた。
日本においても識字をめぐる教育問題及び成人
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教育のあり様はきわめて重要な問題であるのは 多少ともその任を果たせたとすれば幸いである。
云うまでもない。黄教授の論文は、こうした日 そして、今回の翻訳掲載を快＜承諾していただ
本の教育問題との差異と共通点を理解する手助 いた黄教授に感謝する次第である。
けとなると考えられる。私のったない翻訳が、
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